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第四章　
倫理風土の測定と妥当性の検討

櫻　井　研　司

1．目的

　本章では，倫理風土尺度の法則定立ネットワーク分析結果を報告する．法則定立ネット

ワーク分析とは，“構成概念は他の構成概念との関連性によって定義づけられる ”という考

えにもとづき（Cronbach & Meehl, 1955），新尺度が測定する概念と，近位概念との関連性に

ついて理論的な仮説立てをおこない，これらを実証的に示すことによって尺度の妥当性を検

討する手法である．また，倫理風土尺度が従業員の倫理行動を予測するうえで有用であるか

を検討するため増分妥当性分析を行った．増分妥当性とは，近位概念と関連がある諸要因を

統計学的に統制したうえで，尺度がその近位概念を予測する能力があるかを検討する分析法

である．

2．倫理風土の法則定立ネットワークに関する仮説

2.1　利益風土

　個人の利益風土は，個人的な利益を保守・増大するための倫理逸脱行為と正の関連性があ

ると予測する．その理由は，個人の利益風土が，諸行為の善悪や可否を決定するにあたって

他者や社会のことを考慮せず，自己中心的に利益を優先するという倫理論拠を反映するため

である．先行研究を展望してみると，利益主義志向が強い人々は自己愛が強く（e. g., De 

Vries, De Vries, De Hoogh, & Feij, 2009; Vecchione & Alessandri, 2013; Weigel, Hessing, & Elflers, 

1987），また自己利益を増大するために他者の権利を軽視し，不正行為を行う傾向が示され

ている（Weigel, Hessing, & Elffers, 1999）．組織研究においても，個人の利益風土が強い職場

ほど，組織に対する従業員の帰属意識が低い傾向があるだけではなく（Elci & Alpkan, 

2006），経費の水増し請求，窃盗，仮病による欠勤など，倫理逸脱行為がより頻繁に起こる

ことが示されている（Peterson, 2002）．

　個人の利益風土と関連性があることが論理的に予測され，本調査の分析対象となる倫理逸

脱行為は，1）職務逃避行動，2）贈・収賄，3）窃盗，4）対人逸脱行為，5）職場の暴力，6）

顧客に対する倫理逸脱行為，および 7）保身の沈黙である．これらの行為はすべて，職場に

おいて個人の利益を増大・保守する倫理逸脱行為と考えられる．具体的に，職務逃避行動と

は，忙しいふりをして仕事を断る，会社の規定より長く休憩時間をとるなど，自己中心的に

職務を怠ける逸脱行動である（Bennet & Robinson, 2000）．贈収賄は，仕事上の便宜をはかる
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対価として金品を受け取る，あるいは自身が便宜をはかってもらうために金品を贈る行為で

ある．窃盗とは，会社の商品や備品を盗む，個人経費を会社に請求するといった，個人の利

益を不当な手段で増大する行為である．対人逸脱行為とは，自分の仕事上の失敗を他の人の

せいする，他者の業績を自分のものにする，会社の規定に違反するような指示を部下や後輩

にだすといった，他者の福利を害する逸脱行為である（Bennett & Robinson, 2000）．職場の

暴力とは，直接攻撃，他の組織成員の所有物を破壊する行為，および不安や恐怖心を喚起さ

せるため攻撃行為を行うと示唆する言動である（Rogers & Kelloway, 1997; 櫻井，2014）．職

場の暴力を利己的な倫理逸脱行為ととらえるのは，暴力行為の背景には権威を誇示する，社

会集団内での優位性を保つ，または恐怖によって相手を統制するといった加害者の利己的な

意図が働いているためである（Felson, 2006）．顧客に対する倫理逸脱行為とは，利益増大の

ため，商品・サービスの品質を誇張する，顧客の個人情報漏えい，意図的に非礼な態度で接

するなど，顧客の福利を害する行為である．この様な行為は，組織の利益を増大することを

目標として行われる場合もあるが，従業員が自分の業績のため行うことも十分考えられる．

したがって，顧客に対する倫理逸脱行為も，個人の利益風土と関連する変数の一つとして含

めた．保身の沈黙とは，職場で倫理的ではない行為を目撃した場合，自分の身を守るために

その問題を見過ごす利己的な行為である（Pinder & Harlos, 2001）．

仮説 1（H1）： 個人の利益風土が強いほど，従業員の職務逃避行動（H1-a），贈収賄（H1-

b），窃盗（H1-c），対人逸脱行為（H1-d），職場の暴力（H1-e），顧客に

対する倫理逸脱行為（H1-f），および保身の沈黙（H1-g）が多い．

　組織の利益風土は，従業員たちが組織の経済的利益を優先する傾向であることから，その

倫理風土が浸透しているほど従業員が認識する経営パフォーマンス（例：営業利益，総合的

に見た社員の仕事の効率性）が優れていると予測する．しかしその一方，組織の経済的利益

が重視されるあまり，従業員に対する不当な雇用慣習があったり，組織外の人々（例：顧客）

の利益を害する行為が多くなったりすることも考えられる．例えば，会社の利益を追求する

ために時間外労働手当を支払わなかったり，育児休業を申し出る従業員に退職を勧奨したり

するなど，従業員の利益ではなく組織の利益を優先する行為が考えられる．

　さらに組織の利益風土とは，組織の経済的利益を最優先する，いわゆる業績至上主義の傾

向があるため，労働条件に関する問題や，顧客に対する製品・サービスの品質誇張に対して，

従業員が問題改善のための声をあげにくくなることが予測される．したがって，組織の利益

風土が強い組織ほど，保身および黙従という 2タイプの沈黙と正の関連性があると予測す

る．保身の沈黙とは前述したとおり，不安や恐怖から問題を見過ごす行為であり，黙従とは

“あきらめの沈黙 ”とも呼ばれ，個人が問題に取り組んでも肯定的な結果が得られないと認

識することから，その問題に無関心になり（あるいはそう装い），関わることを諦める行為

である（Van Dyne, Graham, & Dienesch, 1994 ）．

仮説 2（H2）： 組織の利益風土が強い組織ほど，従業員が認識する経営状況が優れている．
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仮説 3（H3）： 組織の利益風土が強い組織ほど，顧客に対する倫理逸脱行為（H3-a），非

倫理的な雇用待遇（H3-b），および組織成員の保身の沈黙（H3-c），およ

び黙従（H3-d）が多い．

　社会の利益風土とは，企業組織という枠組みを超えたより大きな社会集団（例：地域社会

や国家）を，従業員たちが具現的自己として捉え，そのシステムの経済的利益に寄与するこ

とが重視される倫理志向である（Victor & Cullen, 1988）．この次元の利益風土は，事業活動

をとおして顧客の経済活動に寄与することを重視する価値観を持つことから，顧客に対する

商品・サービスの品質誇張や，社内・業界基準を満たさない品質の商品を提供するといった，

顧客の経済活動にとって不利益となる逸脱行為を行う傾向は低いと考える．また社会の利益

風土は，顧客に対する自身の業務活動の有意味感と正の関連があると考える．仕事の有意味

感とは，仕事をとおして人々が経験する自己効力感，自尊心，あるいは社会集団へ帰属して

いるという感覚から（Rosso, Dekas, & Wrzesniewski, 2010），労働者が自分の仕事を肯定的に

とらえ，有意義だと認識することである（Pratt & Ashforth, 2003）．顧客に対する自身の仕事

の有意味感とは，顧客との社会的相互作用や，顧客の福利（例：生活の利便性や職業生活）

を増大する事業活動をとおして，労働者が自分の仕事を肯定的かつ重要だと認識することで

ある（Rosso, Dekas, & Wrzesniewski，2010）．上述したとおり，社会の利益風土が強い組織

とは，事業活動をとおした顧客の利益増大を重視し，また組織成員自身もその目的に従事す

ることが求められ，評価もされることから，自身の仕事が顧客に対して価値があると感じや

すいと考えられる．したがって，社会の利益風土は，顧客との関連における仕事の有意味感

と正の関連性があると予測する．

仮説 4（H4）： 社会の利益風土が強いほど，顧客に対する倫理逸脱行為が少ない．

仮説 5（H5）： 社会の利益風土が強いほど，業務活動をとおした従業員の仕事の有意味

感が高い．

2.2　善行風土

　先行研究によると，集団に属する人々の行動は互いの親密度や，集団への帰属意識によっ

て大きな影響を受ける（Epley, Caruso, & Bazerman, 2006; Witkowski, 1997）．例えば，凝集性

の高い職務チームの成員は，職務遂行のための支援行動や助言を頻繁に行う傾向がある（成

瀬・阪井・永田，2014; Kidwell, Mossholder, & Bennett, 1997）．またこの様な支援行動は相手

の支援行動を喚起させる相互作用だけではなく，それを目撃する他の成員たちの支援行動を

喚起させる伝播作用もある（Podsakoff, MacKenzie, Paine, & Bachrach, 2000）．第 2章の結果

にもとづけば，「個人と組織の善行風土」は，従業員同士の友情や，組織への帰属意識にも

とづきお互いの福利を尊重する風土であると解釈できる．人々の善意ある行動が集団の規範

に影響を受けるならば，個人と組織の善行風土が強い組織ほど，従業員同士がお互いの福利

を害する非倫理行動は少ないはずである．したがって本調査では，個人と組織の善行風土が
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強い組織ほど，対人逸脱行為および暴力行為が少ないと予測する．さらに，個人と組織の善

行風土が強いほど，従業員の福利を害する雇用上の待遇（例：残業代の不払い，妊娠・介護

休業の拒絶や，それに関わる退職勧奨）が少ないと予測する．これは，従業員たちが互いの

福利を保守・増大することを重視するならば，倫理的ではない雇用待遇が慣習として存在す

る可能性は低く，またその様な問題が起こった場合には従業員たちが状況を是正するための

努力をすると考えるためである．

仮説 6（H6）： 個人と組織の善行風土が強いほど，対人逸脱行為（H6-a），職場の暴力

（H6-b），および非倫理的な雇用待遇（H6-c）が少ない．

　さらに本調査では，凝集性の高い集団はコミュニケーションが円滑であり，また課題を遂

行するうえで協力し合うといった特徴を有し（成瀬・阪井・永田，2014; Kidwell, Mossholder, 

& Bennett, 1997），実際に高い業績をあげる傾向が強いことから（阿江，1984），個人と組織

の善行風土が強いほど，従業員が認識する経営パフォーマンス（例：会社の収益，職場の人々

の仕事の効率性，成員の定着率）が高いと予測する．

仮説 7（H7）： 個人と組織の善行風土が強いほど，従業員が認識する経営パフォーマン

スが優れている．

　人々は仕事をとおして生活基盤を築く欲求だけではなく，職場内外の人々の生活に肯定的

な影響を与え，自分の仕事を社会的に有意義だと感じる社会貢献欲求をもつ．従業員たちに

とって，社会貢献感が仕事を有意味だと実感するうえで重要であることは，多くの経営学お

よび組織心理学理論が提唱していることであり，（Deci & Ryan, 1985, 2008; Hackman & 

Oldham, 1980; Rosso, Dekas, & Wrzensniewski, 2010），またそれは数多くの実証研究において

も一貫して支持されている（Casey & Robbins, 2010; Gagne, Senecal, & Koestner, 1997; Pajo & 

Lee, 2011）．社会の善行風土とは，地域の自然環境，市民生活，教育など，社会全体の福利

増大・保守へ貢献することを優先する倫理志向である．組織が社会貢献を重視する姿勢を従

業員に周知し，また実際に事業活動やボランティア活動をとおして社会貢献を実践するなら

ば，従業員たちが認識する仕事の有意味感も高くなることが予測できる．一方これとは逆に，

社会の善行風土が社会全体の福利を増大・保守することを重視するならば，その組織に属す

る従業員たちは顧客の福利を害する倫理逸脱行為を行うとは考えにくい．以上のことから，

　以下 2つの仮説が演繹できる．

仮説 8（H8）： 社会の善行風土が強いほど，顧客に対する倫理逸脱行為が少ない．

仮説 9（H9）： 社会の善行風土が強いほど，顧客に対する自身の業務活動の有意味感が

高い．

2.3　原理風土

　倫理風土モデル（Victor & Cullen, 1988）において，「原理」とは倫理学の義務論と似たよ

うに，不変的な倫理原則を掲げ，その原則を時と状況に関わらず厳守する倫理志向である．
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Victor & Cullen（1988）によれば「個人の原理風土」とは，従業員がそれぞれの個人的な倫

理価値観や職業的信念に基づいて意思判断・行動を行う倫理志向を示す．一方，「組織の原

理風土」とは，倫理原則，倫理綱領，行動規定など，組織が定めた倫理原則とその手続きに

よって，従業員が倫理判断・行動を行う倫理志向である．「社会の原理風土」とは，組織が

属する業界において定められた共通の倫理ガイドライン，あるいは国家が定める法令を意識

決定する場面で最優先する風土である．

　個人の原理風土とは，従業員が時や状況に関わらず，自分の信念や倫理価値観にしたがっ

て倫理判断および倫理行動をする傾向を反映する．この倫理風土が強い組織においては，非

倫理的な行為があった場合，従業員は相手からの報復や人間関係の悪化を恐れずに，原理主

義の原則に従って問題を指摘することが予測される．したがって本調査では個人の原理風土

と，2つのタイプの沈黙は負の関連性があると予測する．2つのタイプの沈黙とは，自分の

身を守るために問題を見過ごす “保身の沈黙，”と，問題の改善を諦めることから問題を見

過ごす “黙従（あきらめの沈黙）”である（Van Dyne, Graham, & Dienesch, 1994）．

仮説 10（H10）： 個人の原理風土が強いほど，従業員による保身の沈黙（H10-a）および 

黙従（H10-b）が少ない．

　組織の原理に該当する会社の行動規定，あるいは倫理綱領の目的は，従業員に法令を順守

させ，また組織運営を阻害するような逸脱行動を起こさないよう統制することである．一方，

社会の原理に該当するのが業界共通の倫理ガイドラインや，国が施行する法令であるが，こ

れら倫理指針の目的も，組織に属する役職員に法令を順守させ，また消費者に不利益を与え

ることのないよう企業活動を統制することである．これら 2つの倫理次元は，規則を制定す

る権威機関が異なるにせよ，どちらも社会秩序を維持するための法令順守を重視していると

いう共通性がある．したがって，これら 2つの倫理風土が強い組織ほど，法令に抵触する可

能性がある倫理逸脱行為が少ないと考えられる．本調査では，法令に抵触する可能性がある

倫理逸脱行為として窃盗，職場の暴力，顧客に対する倫理逸脱行為，および倫理的ではない

雇用待遇を含める．

仮説 11（H11）： 組織の原理風土が強いほど，従業員による窃盗（H11-a），職場の暴力

（H11-b），顧客に対する倫理逸脱行為（H11-c），および従業員に対する

非倫理的な雇用待遇（H11-d）が少ない．

仮説 12（H12）： 社会の原理風土が強いほど，従業員による窃盗（H12-a），職場の暴力

（H12-b），顧客に対する倫理逸脱行為（H12-c），および従業員に対す

る非倫理的な雇用待遇（H12-d）が少ない．



－ 48 －

3．増分妥当性

　増分妥当性の分析では，人口統計ならびに組織の倫理環境を統制したうえで，倫理風土尺

度が従業員の倫理逸脱行為を予測できるかという質問を検討した．近位変数（基準変数）と

して含める倫理逸脱行為は前節でも紹介した，1）職務逃避行動，2）贈・収賄，3）窃盗，4）

対人逸脱行為，5）職場の暴力，6）顧客に対する倫理逸脱行為，7）保身の沈黙，8）および

黙従である．

　倫理風土と倫理逸脱行為の関連性に影響を及ぼす可能性があることから，統制変数として

分析に含めたのは以下のとおりである─ 1）回答者の最終学歴，2）従業員数，3）会社の社

会的責任を明記した社訓・経営理念の有無，4）法令順守に関する基本方針の有無，5）倫理

綱領，または行動規定の有無，6）参考としている倫理ガイドラインの種類（経団連の企業

行動憲章，業界団体の共通指針，国内省庁のガイドライン，等），7）組織の倫理制度や規定

の浸透状況についてのモニタリング頻度，8）組織横断的な倫理機関の有無（監査役，会計

監査人，取締役会の有無，倫理委員会），9）新入社員を対象とした倫理教育の有無，10）全

社員を対象とした倫理教育の頻度．増分妥当性分析では，増分妥当性に関する仮説は，法則

定立ネットワークに従って以下を検討した．上記 12の統制変数を統制したうえで；

仮説 13（H13）： 個人の利益風土が強いほど，従業員の職務逃避行動が多い．

仮説 14（H14）： 個人の利益風土が強いほど，従業員の贈・収賄の頻度が多い．

仮説 15（H15）： 個人の利益風土が強いほど，従業員の窃盗が多く（H15-a），会社（H15-b）

と社会の原理風土（H15-c）が強いほど，従業員の窃盗が少ない．

仮説 16（H16）： 個人の利益風土が強いほど，対人逸脱行為の頻度は多く（H16-a），個

人と組織の善行風土が強いほど，対人逸脱行為の頻度が少ない

（H16-b）．

仮説 17（H17）： 個人の利益風土が強いほど，職場の暴力が多く（H17-a），個人と組織

の善行風土（H17-b），組織の原理風土（H17-c），および社会の原理風

土（H17-d）が強いほど，職場の暴力が少ない．

仮説 18（H18）： 個人（H18-a）と組織の利益風土（H18-b）が強いほど，顧客に対する

倫理逸脱行為が多く，社会の利益風土（H18-c），社会の善行風土

（H18-d），組織（H18-e），および社会の原理風土（H18-f）が強いほど，

顧客に対する倫理逸脱行為が少ない．

仮説 19（H19）： 保身の沈黙は，個人の利益風土（H19-a）と組織の利益風土（H19-b）

が強いほど多く，個人の原理風土が強いほど保身の沈黙は少ない

（H19-c）．

仮説 20（H20）： 組織の利益風土が強いほど従業員の黙従傾向があり（H20-a），個人の

原理風土が強いほど，従業員の黙従傾向が少ない（H20-b）．
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4　方法

4.1　調査手続き

　本調査は，第 1回調査から 4か月後の 2014年 11月にウェブ・アンケート方式で実施した．

回答者は，前回調査に協力した 982名のうち，追跡調査に応じた 751名である（回答率＝

76.4％）．回答者の人口統計は以下のとおりである：性別（男性 78.3％；女性 21.2％），平均

年齢（M＝ 46.3歳，SD＝ 8.03），勤続年数（M＝ 16.3年，SD＝ 9.52），職位（一般＝

64.3％，管理職＝ 25.4％，役職・代表者＝ 8.1％），雇用形態（正社員＝ 91.7％，準社員＝

1.1％，契約・委託＝ 5.8％，派遣＝ 1.5％）．

4.2　尺度

　倫理風土の測定には，倫理風土尺度を使用した．同尺度の項目内容および心理測定学特性

に関しては，第三章に詳細を記述したため説明を省略する．

　職務逃避行動は，Spector, Fox, Penney, Bruursema, Goh, & Kessler（2006）の非生産的行動

チェックリストから，職務逃避行動に関する 5項目を邦訳して使用した（例：“正当な理由

なく遅刻したり許可なく終業時間前に帰ったりした ”）．回答者は，過去 1年間の間にこれ

らの行動を実際に見かけた，あるいは社内で公に懲罰を受けたことから発覚した他の従業員

による当該行為の頻度を 5段階（1＝全く無かった，5＝ほぼ毎日あった）で報告した．本

調査において平均値は 2.87（標準偏差＝ 1.53）で，α係数による尺度の信頼性は .81であっ

た．なお，回答者はこの他の倫理逸脱行為も “あなたが職場で過去 1年間の間に実際に見か

けた頻度，あるいは社内で公に懲罰を受けたことから発覚した当該行為の頻度 ”という教示

のもと，同様の 5段階で回答した．

　窃盗尺度の項目は，Spector et al.（2006）の非生産的行動チェックリストを参考に筆者が 6

項目を作成した（例：“領収書を改ざんして，実際に使った経費以上のお金を会社から受け

取った ”；“ 会社の備品，あるいは商品を盗んだ．”）．平均値は 1.31（標準偏差＝ 0.67）で，

α係数による信頼度は .80であった．

　Akaah & Lund（1993）と横田 &中野（2012）を参考に，贈収賄を測定する 2項目を作成

した（“仕事上の便宜をはかってもらうために社内・社外の人に金品の贈り物をした，”“ 社

内・社外の人から金品の贈り物を受け取り，相手に仕事上の便宜をはかった ”）．これらの

項目を回答するにあたって，回答者には世間一般的な土産や，季節の贈答品は除くよう教示

した．平均値は 1.31（標準偏差＝ 0.67）で，α係数による信頼度は .80であった．

　Bennett & Robinson（2000）の対人逸脱行為 5項目，Akaah & Lund（1993）の責任転嫁 3項目，

および筆者が作成した 3項目をあわせて使用した（“部下あるいは後輩に対して，会社の規

則に違反するような指示を出した，” “ 自分の立場を利用して，部下や後輩に倫理的ではない

行為をさせた，” “ 本来自分でやるべき仕事を部下や後輩にやらせ，自分がやったことにし
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た ”）．同尺度の平均値は 1.68（標準偏差＝ 1.02）で，α係数による信頼度は .94であった．

　Rogers & Kelloway（1997）の職場の暴力尺度 3項目を邦訳して使用した（例：“職場で部

下や後輩を叩いたり，蹴ったり，掴みかかったり，押しのけたりした，”“ 部下や後輩に向かっ

て物を投げた ”）．平均値は 1.13（標準偏差＝ 0.54）で，α係数による信頼度は .86であった．

本調査では顧客に対する倫理逸脱行為を「意図的に顧客の利益や福利を害する，あるいは安

全を脅かす組織成員の言動」と定義し，独自の尺度を開発した．表 1に示しているように，

同尺度には法令や組織の規定に反すると考えられる逸脱行為 6項目と，法令や規定に違反は

しないが倫理的ではない行為（グレイゾーン倫理逸脱行為）4項目が含まれている．平均値

は 1.42（標準偏差＝ 0.70）で，α係数による信頼度は .91であった．

　回答者自身の沈黙傾向を測定するために，Knoll & Van Dick（2013）の沈黙尺度全 6項目，

および Van Dyne, Ang, & Botero（2003）の沈黙尺度から 2項目を邦訳して使用した．保身の

表 1. 顧客に対する倫理逸脱行為尺度

因子負荷量 共通性
因子 1 因子 2

1． 顧客に対して，商品やサービス品質の誇張をする .66 -.08 .50

2． 広告内容と一致しない品質の商品， あるいはサービスを提
供する

.86 .06 .68

3． 社内・業界基準を満たさない品質の商品を顧客に販売，あ
るいはサービスの提供をする

.80 .03 .61

4． 顧客の個人情報を，関係者以外にもらす .72 .06 .47

5． 消費者や顧客からの苦情を真剣にとりあわない． .76 -.05 .62

6． 顧客にたいして失礼な言動をする （例： 相手を馬鹿にした
態度で接する，イヤミを言う等）

.65 -.10 .51

7． 社内の基準からすればグレーゾーンだが，世間から見たら
クロだと判断される非倫理的だと考えられる行為が顧客に
対して行われている

.02 -.88 .80

8． 法令や社内ルールに反するとは言えないが，自分が客の立
場なら強い不満を感じるような行為が，顧客に対して行わ
れている

-.03 -.93 .84

9． 社内の基準からすれば問題ないが，消費者に公表すれば問
題を指摘されるような商品の品質や価格設定の問題がある

-.01 -.90 .80

10． 顧客が商品やサービスについて十分な知識がないため，わ
ざと顧客に対して十分な商品やサービスの恩恵を与えてい
ない

.05 -.86 .79

寄与率 53.69％ 12.44％ 合計 ＝ 66.13％

注： 因子抽出法＝主因子法，回転法＝ Kaiserの正規化を伴う直接オブリミン法．固有値＞ 1の因子のみ表記．|0.32|を
超える因子負荷量は太字表記．

　　 因子 1は法令や組織の規定に違反すると考えられる行為であることから，顧客に対する「明確な倫理逸脱行為」と
名付けた．因子 2は，これらの規定に明確に違反はしないが倫理的ではない行為であることから顧客に対する「グ
レーゾーン倫理逸脱行為」と名付けた．
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沈黙下位尺度は 4項目で構成されており（例：“自分の身を守るために社内の倫理を改善す

るための提案はしない ”），平均値は 2.89（SD＝ 1.71）で，α係数による信頼度は .97であっ

た．黙従の下位尺度も 4項目で構成されており（例：上司が聞く耳を持たないので，問題の

指摘や改善のための提案などしない），平均値は 3.03（SD＝ 1.69）で，α係数による信頼度

は .96であった．回答者は，自分自身の沈黙傾向を 6段階（1＝全く当てはまらない，6＝

全く当てはまる）で評価した．

　非倫理的な雇用待遇は独自の尺度を作成して測定した（表 2参照）．同尺度には，1）性別

や年齢に基づく待遇面での差別（例：昇進や配置），2）賃金や労働時間など契約内容と実際

の労働条件の相違，3）時間外労働手当の不支給やサービス残業の指示，4）出産や介護にと

もなう不本意な退職という 4項目から構成されており，回答者はこれらの出来事が現在の職

場で起こる頻度を 4段階（1＝全くない，4＝常にそうだ）で報告した．1.66（SD＝ .88で，

α係数による信頼度は .80であった．

　回答者が，顧客に対する自身の業務活動をどの程度有意義に感じているかを測定するため

に，職務診断調査票の職務有意味感尺度（Hackman & Oldham, 1975），およびエンパワメン

ト尺度の有意味感下位尺度（Spreitzer, 1995）を参考に，7項目からなる尺度を作成した（例：

私自身の仕事が，顧客の仕事や生活面で大いに役立っていると思う）．回答者は，それぞれ

の項目が自分に該当する程度を 7段階で評価した（1＝全くそう思わない，7＝全くそう思

う）．平均値は 3.84で（SD＝ 1.94），α係数による信頼度は .96であった．

　Delaney & Huselid（1996）の従業員が認識する経営パフォーマンス尺度全 8項目の邦訳版

と，独自に作成した 2項目（営業利益，総合的に見た社員の仕事の効率性）とを合わせて使

用した．回答者は，“あなた自身が認識するここ 3年間の会社の経営状況を，以下 10の側

面から評価してください ”という教示のもと，各項目を 4段階（1＝とても悪い，4＝とて

も良い）で評価した．平均値は 2.56（SD＝ 0.49）で，α係数による信頼度は .89であった．

なお，成員が認識する経営パフォーマンスは，客観的指標に基づく経営パフォーマンスと同

表 2. 非倫理的な雇用待遇尺度

因子負荷量 共通性

1． 従業員の性別や年齢にもとづいた待遇面での差別がある． .70 .49

2． 入社時に提示された労働条件の内容（例 : 労働時間，有給
休暇日数，賃金）と，実際の労働条件が違う．

.82 .67

3． 時間外労働手当が支払われない時間外労働， いわゆるサー
ビス残業を指示あるいは容認される．

.69 .48

4． 育児休業や介護休業の取得が会社の事情から困難であるた
めに， 不本意な退職を余儀なくされる人がいる．

.65 .42

寄与率 51.49％

注：因子抽出法 ＝ 主因子法．固有値＞ 1の因子のみ表記．
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一とは言えないが，両者の間には強い正の相関がある（Dollinger & Golden, 1992; Powell, 

1992; Venkatraman & Ramanujam, 1987）

4.3　分析手法

　増分妥当性を検討するにあたっては，階層的重回帰分析をおこなった．具体的に，第一ス

テップでは全ての統制変数を投入し，第二ステップでは倫理風土尺度の全項目を投入した．

この際，統制変数に含まれるすべてのカテゴリカル変数はダミー変数に変換した．

5．法則定立ネットワーク分析の結果

5.1　利益風土

　表 3には，本調査で分析対象となった全ての変数の相関値を表記した．個人の利益風土は，

従業員の職務逃避行動（r＝ .31，p＜ .01），贈・収賄（r＝ .16，p＜ .01），窃盗（r＝ .26，
p＜ .01），対人逸脱行為（r＝ .40，p＜ .01），職場の暴力（r＝ .19，p＜ .01），顧客に対す

る倫理逸脱行為（r＝ .37，p＜ .01），および保身の沈黙（r＝ .45，p＜ .01）と正の関連性

があった．したがって，仮説 1aから H1gは全て支持された．

　仮説 2に反して，組織の利益風土と，従業員が認識する経営パフォーマンスとの間には有

意で負の相関があった（r＝ -.30，p＜ .01）．一方，顧客に対する倫理逸脱行為（r＝ .30，p

＜ .01：H3-a），非倫理的な雇用待遇（r＝ .29，p＜ .01：H3-b），保身の沈黙（r＝ .33，p＜ .01：

H3-c），および黙従（r＝ .34，p＜ .01：H3-d）との間には正の関連性が認められた．したがっ

て仮説 3aから 3dはすべて支持された．

　社会の利益風土は，顧客に対する倫理逸脱と負の関連性が（r＝ -.16，p＜ .01），顧客に

対する自身の仕事の有意味感（r＝ .12，p＜ .01）とは有意で正の関連性が認められた．し

たがって仮説 4と仮説 5はともに支持された．

5.2　善行風土

　個人と組織の善行風土は，仮説のとおり対人逸脱行為（r＝ -.37，p＜ .01：H6-a），職場

の暴力（r＝ -.19，p＜ .01：H6-b），および非倫理的な雇用待遇（r＝ -.34，p＜ .01：H6-c）

と有意で負の関連性があった．また仮説 7のとおり，従業員が認識する経営パフォーマンス

（r＝ .47，p＜ .01：H7）とは有意で正の関連性が認められた．

　次に社会の善行風土は，顧客に対する倫理逸脱行為と負の関連性があり（r＝ -.31，p

＜ .01：H8），顧客に対する自身の仕事の有意味感（r＝ .30，p＜ .01：H9）とは正の関連性

があった．したがって社会の善行風土に関する仮説も全て支持された．
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5.3　原理風土

　個人の原理風土は，すべて仮説のとおり保身の沈黙（r＝ -.22，p＜ .01：H10-a）と，黙

従（r＝ -.20，p＜ .01：H10-b）との間に有意で負の関連性があった．

　組織次元と社会次元の原理風土は仮説のとおり，それぞれ職場の暴力（r＝ -.13，p＜ .01；

表 3．変数間の相関

1. 2. 3. 4. 5. 6. 7. 8. 9. 10. 11. 12

1． 個人の利益風土 －

2． 組織の利益風土 .55 －

3． 社会の利益風土 -.04 .01 －

4． 個人と組織の善行風土 -.53 -.36 .35 －

5． 社会の善行風土 -.44 -.37 .38 .73 －

6． 個人の原理風土 -.20 -.05 .24 .43 .32 －

7． 組織の原理風土 -.04 -.12 .26 .18 .30 .07 －

8． 社会の原理風土 -.41 -.50 .27 .53 .59 .29 .47 －

9． 職務逃避行為 .31 .21 -.03 -.25 -.19 -.05 -.07 -.17  －

10． 贈・収賄 .16 .15 -.09 -.12 -.08 .00 -.11 -.12 .43 －

11． 窃盗 .26 .19 -.10 -.26 -.20 -.02 -.07 -.19 .52 .44 －

12． 対人逸脱行為 .40 .24 -.10 -.37 -.27 -.16 -.08 -.24 .54 .35 .62 －

13． 職場の暴力 .19 .11 -.06 -.19 -.13 -.08 -.13 -.17 .22 .30 .30 .42

14． 非倫理的な雇用待遇 .40 .29 -.09 -.34 -.29 -.11 -.11 -.29 .38 .27 .38 .56

15． 顧客に対する倫理逸脱行為 .37 .30 -.16 -.34 -.31 -.15 -.13 -.32 .46 .38 .59 .64

16． 保身の沈黙 .45 .33 -.06 -.34 -.31 -.22 .01 -.28 .27 .12 .26 .44

17． 黙従 .44 .34 -.12 -.38 -.37 -.20 -.04 -.32 .27 .12 .27 .41

18． 仕事の有意味感 （対顧客） -.27 -.23 .12 .33 .31 .20 .15 .28 -.02 -.03 .00 -.06

19． 経営パフォーマンス認識 -.42 -.30 .14 .47 .38 .23 .11 .30 -.21 -.13 -.16 -.28

13. 14. 15. 16. 17. 18.

14． 非倫理的な雇用待遇 .27 －

15． 顧客に対する倫理逸脱行為 .38 .59 －

16． 保身の沈黙 .26 .51 .42 －

17． 黙従 .20 .46 .39 .79 －

18． 仕事の有意味感 （対顧客） -.04 -.03 .01 -.14 -.20 －

19． 経営パフォーマンス認識 -.15 -.32 -.35 -.31 -.37 .35

注 : 相関係数 |0.10| 以上は 1％ 水準で有意．
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r＝ -.17，p＜ .01），顧客に対する倫理逸脱行為（r＝ -.13，p＜ .01；r＝ -.32，p＜ .01），

および非倫理的な雇用待遇（r＝ -.11，p＜ .01；r＝ -.29，p＜ .01）と負の関連性が認めら

れた．窃盗に関して，社会の原理風土は有意で正の相関が認められたが（r＝ -.19，p＜ .01），

組織の原理風土との相関は有意ではなかった．したがって，仮説 12aは支持されたが，仮説

11aは支持されなかった．

6．増分妥当性の分析結果

6.1　職務逃避行動

　表 4に表記しているように，倫理機関の有無や，従業員への倫理教育といった倫理環境に

関する統制変数は，職務逃避行動の分散を 2％説明していた．一方，倫理風土に関する変数

はこれよりもさらに 15％の分散を説明していた．仮説 13に関して，個人の利益風土が強い

ほど，従業員の職務逃避行動が多い傾向があった（b＝ .25，p＞ .01）．したがって仮説 13

は支持された．

表 4. 職務逃避行動，贈・収賄，および窃盗を基準変数とする階層的重回帰分析

職務逃避行動 贈収賄 窃盗
B R2（R2adj） ΔR2 B R2（R2adj） ΔR2 B R2（R2adj） ΔR2

Step1（統制変数） .02（.00） .02（.00） .02（.00）

Step2（倫理風土尺度） .15（.12） .12＊＊ .09（.06） .06＊＊ .13（.10） .10＊＊

　利益風土

　　個人   .25＊＊   .15＊＊   .16＊＊

　　組織   .06   .10   .04

　　社会   .01 -.10＊ -.07

　善行風土

　　個人と組織 -.15＊＊ -.09 -.18＊＊

　　社会   .02   .10   .04

　原理風土

　　個人   .04   .06   .12＊＊

　　組織 -.06 -.11＊ -.03

　　社会   .02 -.01 -.07

注）:＊＝ p＜.05,＊＊＝ p＜.01.

　Step1で投入した変数［経営理念， 倫理原則，および倫理綱領ダミー（ある，ない，分からない），参考にしている倫
理基準ダミー （経団連の企業行動憲章，国際的政府間交渉に基づく基準，国内の省庁のガイドライン，業界団体の共通
の指針，ない，分からない），倫理機関（会計監査役，倫理委員会，取締役会），従業員の倫理原則や綱領理解のモニタ
リング : 1 ＝毎年， 7 ＝一度もない）， 最終学歴 （小学校～大学院），社員数］　分析結果を簡潔に表記するため Step1の推
測値は省略．
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6.2　贈収賄

　贈収賄に対する統制変数の決定係数は 2％である一方，倫理風土の決定係数の増加量は

9％であった（表 4）．仮説 14に関して，統制変数を統制したうえでも，個人の利益風土が

強いほど，贈収賄が多い傾向があった（b＝ .15，p＞ .01）．したがって仮説 14は支持された．

6.3　窃盗

　窃盗に関して，統制変数の決定係数は 2％であり，倫理風土に関する変数の決定係数の増

加量は 13％であった（表 4）．個人の利益風土が強いほど窃盗の頻度が多く（b＝ .15，p

＞ .01），組織の原理風土が強いほど窃盗の頻度が少なかった（b＝ .11，p＞ .05）．したがっ

て仮説 15-aと 15-bは支持された．しかし仮説 15-cに反して，社会の原理風土は窃盗の頻度

を予測していなかった．

6.4　対人逸脱行為

　表 5に表記しているとおり，対人逸脱行為に対する統制変数の決定係数は 2％であり，倫

理風土に関する項目の決定係数の増加量は 24％であった．対人逸脱行為は，個人の利益風

土が強いほど多く（b＝ .31，p＞ .01），個人と組織の善行風土が強いほど少なかった（b＝

-.17，p＞ .01）．したがって仮説 16-aと仮説 17-bはともに支持された．

表 5．対人逸脱行為， 職場の暴力，顧客に対する倫理逸脱を基準変数とする階層的重回帰分析

対人逸脱行為 職場の暴力 顧客に対する倫理逸脱行為
B R2（R2adj） ΔR2 B R2（R2adj） ΔR2 B R2（R2adj） ΔR2

Step1（統制変数） .02（.00） .02（.00） .01（.00）

Step2（倫理風土尺度） .24（.22） .22＊＊ .10（.07） .08＊＊ .23（.21） .22＊＊

　利益風土

　　個人   .31＊＊   .15＊＊   .25＊＊

　　組織   .02 -.05   .10＊

　　社会 -.04   .00 -.08＊

　善行風土

　　個人と組織 -.17＊＊ -.15＊ -.02

　　社会 -.02   .08 -.06

　原理風土

　　個人 -.02   .02 -.02

　　組織 -.09＊ -.13＊＊ -.09＊

　　社会 -.01 -.08 -.10

注）:＊＝ p＜.05,＊＊＝ p＜.01.
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6.5　職場の暴力

　職場の暴力に対する統制変数の決定係数は 2％であり，倫理風土に関する変数の決定係数

の増加量は 10％であった（表 5）．職場の暴力は，個人の利益風土が強いほど多く（b＝ .15，
p＞ .01），個人と組織の善行風土（b＝ -.15，p＞ .05），および組織の原理風土（b＝ -.13，
p＞ .01）が強いほど少ない傾向があった．したがって仮説 17-a，17-b，17-cは支持された．

一方，仮説 17-dに反して，社会の原理風土は職場の暴力の有意な予測要因ではなかった．

6.6　顧客に対する倫理逸脱行為

　顧客に対する倫理逸脱行為に対して，統制変数の決定係数は 1％であり，倫理風土を加え

た場合の決定係数の増加量は 23％であった（表 5）．顧客に対する倫理逸脱は，個人の利益

風土（b＝ .25，p＞ .01）と組織の利益（b＝ .10，p＞ .05）が強いほど多く，社会の利益風

土（b＝ -.08，p＞ .05）と組織の原理（b＝ -.09，p＞ .05）が強いほど少なかった．したがっ

て仮説 18-a，仮説 18-b，仮説 18-c，仮説 18-eは支持された．一方，社会の善行風土（H18-d），

および社会の原理風土（H18-f）は，仮説に反して顧客に対する倫理逸脱行為と有意な関連

性は認められなかった．

6.7　保身の沈黙

　表 6に表記しているように，保身の沈黙に対する統制変数の決定係数は 5％であり，倫理

表 6. 保身の沈黙と黙従を基準変数とする階層的重回帰分析

保身の沈黙 黙従
B R2（R2adj） ΔR2 B R2（R2adj） ΔR2

Step1（統制変数） .05＊＊（.03） .05＊＊（.03）

Step2（倫理風土尺度） .25＊＊（.22） .20＊＊ .28＊＊（.25） .23＊＊

　利益風土

　　個人   .27＊＊   .27＊＊

　　組織   .10＊   .10＊

　　社会   .02 -.02

　善行風土

　　個人と組織 -.01 -.05

　　社会 -.13＊ -.15＊＊

　原理風土

　　個人 -.11＊ -.06

　　組織   .07   .04

　　社会 -.04 -.03

注）:＊＝ p＜.05,＊＊＝ p＜.01.
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風土に関する変数はこれよりさらに 25％の偏差を説明していた．保身の沈黙は，個人の利

益風土（b＝ .27，p＞ .01）と組織の利益風土（b＝ .10，p＞ .05）が強いほど多く，個人の

原理風土が強いほど少ない傾向があった（b＝ -.11，p＞ .05）．したがって，仮説 19-a，仮

説 19-b，仮説 19-cはすべて支持された．

6.8　黙従

　従業員の黙従に対する統制変数の決定係数は 5％であり，倫理風土に関する変数はこれよ

りさらに 28％の偏差を説明していた（表 6）．組織の利益風土が強いほど黙従は多かった（b

＝ .10，p＞ .05）．一方，個人の原理風土は黙従との間に有意な関連性がなかった．したがっ

て，仮説 19-aは支持されたが仮説 19-bは支持されなかった．

7．結果考察

　従来，我が国の倫理行動研究では，従業員の倫理逸脱行為を理解・管理するうえで倫理方

針（社訓，倫理原則など），内部統制（コンプライアンス・ガバナンス），あるいは法令や業

界共通の指針といった企業の倫理制度面に着目してきた（小森，2000；久保田，2009；山下，

2010）．論理的に考えれば，これらの倫理環境が，従業員の規範ある行動を促すうえで重要

なのは自明なことと言える．しかし実証的には，倫理制度や倫理機関の有無自体は，従業員

の倫理逸脱行為を説明するうえで一貫性が乏しい予測要因であることが指摘されてきた

（Davidson & Stevens, 2013; Ethics Resource Center, 2005; Kish-Gephart, Harrison, & Trevino, 2010; 

Schwartz, 2004; Yallop, 2012）．本調査においても，倫理原則や倫理綱領の有無，倫理機関の

（倫理委員会，監査役）の有無など，様々な倫理制度の効果を検証したが，いずれも倫理逸

脱行為の分散を説明するうえで重要であるという統計学的な根拠は認められなかった．また

倫理制度よりも，それらを推進するための倫理教育や，組織の倫理方針についての従業員の

理解度をモニタリングすることの方が重要だという指摘もある（高橋，1998；中村，梅津，

小山，出見世ほか，2007）．このため本調査では，入社したばかりの従業員を対象とした倫

理教育研修の有無，全従業員を対象とした倫理教育の頻度，従業員の理解度のモニタリング

といった，倫理推進のための取り組みの効果も検討した．しかし倫理制度と同様，倫理推進

のための取り組みは分析対象となったいずれの倫理逸脱行為に対しても有意な効果が認めら

れなかった．

　組織の倫理制度やそれを推進する取り組みが従業員の倫理逸脱行為を抑制する効果が分析

上認められなかったとはいえ，その重要性は否定されるべきではないと考える．何故なら，

従業員たちにとって，明文化された組織の倫理方針は倫理判断の基盤であり，またそれらの

倫理方針を逸脱した場合に付随する懲罰は，規範ある行動をとる動機づけ要因とも成りえる

からである．実際，倫理綱領の有無と企業による倫理教育の頻度が，組織の原理風土（組織
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の倫理規定についての倫理風土）へ及ぼす影響をポストホック的に検討した結果，どちらも

やや効果量は小さいものの，有意で正の影響を及ぼしていた．したがって本研究の結果は，

企業の倫理制度とその推進のための取り組みを否定するものではなく，これらが倫理風土に

影響を及ぼす要因の一つであり，間接的には倫理風土を介して従業員の倫理行動へ影響を及

ぼしていることを示唆している．

　倫理風土尺度の念妥当性に関して，本調査では法則定立ネットワークを行い，それぞれの

倫理風土次元がおおむね仮説どおりの倫理行動との間に有意な関連性があることを実証し

た．具体的に，従業員たちが自己利益を優先する個人の利益風土が強いほど，職務逃避行動，

贈・収賄，窃盗，対人逸脱行為，職場の暴力，保身のための沈黙，および顧客に対する倫理

逸脱行為が起こりやすい傾向があった．一方，組織の経済的利益を優先する組織の利益風土

が強いほど，顧客に対する倫理逸脱行為，従業員に対する非倫理的な雇用待遇，保身の沈黙，

および黙従が多く，また従業員たちが認識する経営状況は低い傾向があった．さらに，事業

活動をとおして地域や国家の経済へ寄与することを重視する社会の利益風土が強いほど，や

や効果量は小さいものの，顧客に対する倫理逸脱行為が少なく，また従業員も顧客に対して

自分の仕事が有意義であると感じる傾向があった．

　これらの分析結果には少なくとも 2つ注目すべき点がある．第一に，倫理風土の先行研究

では，尺度の心理測定特性の問題から個人の利益風土と組織の利益風土を一つの変数として

取り扱うことが多かったが，一貫して報告されてきたのはこの合同変数が様々な倫理逸脱行

為と正の関連性があることである．一方本調査においては，倫理風土モデルと項目分析の結

果に基づき，これら 2つの倫理次元をそれぞれ固有の変数として扱ったが，先行研究と同様

にどちらも倫理逸脱行為と正の関連性が認められた．しかし妥当性係数の大きさで比較した

場合，個人の利益風土の方が，組織の利益風土よりも全ての倫理逸脱行為と関連性が強かっ

た．増分妥当性分析においても同様に，一貫して倫理逸脱行為を予測していたのは組織の利

益風土ではなく，個人の利益風土の方であった．この結果は，本調査で分析対象となったの

が窃盗，暴力，職務逃避行動といった，個人の利益を追求する性質の逸脱行為であったこと

に起因しているかもしれない．今後の調査研究では，例えば粉飾経理や不正融資といった組

織の利益とより密接に関わりのある倫理逸脱行為を分析対象とし，組織の利益風土が，個人

の利益風土と比較してより関連性が強いのかを検討することは有意義であると考える．つま

り倫理逸脱行為の種類に応じて，個人利益の追求が背景にあるのか，それとも会社の利益を

追求する利益風土があるのかを把握することが出来れば，企業にとって倫理逸脱行為を管理

するうえで有益な情報が得られる可能性がある．第二に，組織の利益風土は，従業員たちが

組織の利益を優先する傾向であるため，論理的にはこの倫理風土が強いほど経営パフォーマ

ンス（例：会社の営業業績，成員の定着率，総合的にみた成員の仕事の効率性）が優れてい

るはずである．しかし結果は予測と正反対で，組織の利益風土が強いほど，経営パフォーマ

ンスが好ましくない状態だと従業員たちに認識されていた．一つの解釈として，経営状況が
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良くない企業だからこそ，従業員は会社の経済的利益を重視することが求められ，結果的に

組織の利益風土が強くなったという可能性も考えられる．勿論，本調査ではあくまでも従業

員が認識する経営パフォーマンスとの関連性を分析したため，客観的にみた経営パフォ－マ

ンスとどの様な関連性があるかは明らかにできない．今後の調査研究では，倫理風土と客観

的指標に基づく経営パフォーマンスの関連性を明らかにすることが求められる．

　次に，従業員が自分の信念や倫理価値観にしたがって倫理判断および倫理行動をする「個

人の原理」風土が強いほど，保身の沈黙と黙従が起こりにくかった．増分妥当性分析におい

ては，組織の倫理環境の効果を統計的に統制したうえでも，個人の原理風土は保身の沈黙を

予測する要因であった．倫理問題に対する沈黙は，それ自体が倫理規定や法令に違反する行

為とは言えないが，組織内の倫理順守を確立するうえで軽んずるべきではない．例えば本調

査において，保身の沈黙と黙従は全ての倫理逸脱行為との間に有意で正の関連性があったこ

とからも示唆されるように（表 3），倫理問題に対する沈黙は組織内の倫理問題を助長させ

る可能性がある．さらに従業員の沈黙は，倫理問題が表面化した後から “ 部下から声があ

がってこなかった ”という，経営者にとって好ましくない事態を引き起こしかねない．

　一方，組織の倫理規定を反映する組織の原理風土が強いほど，窃盗，職場の暴力，および

顧客に対する倫理逸脱行為が少ない傾向があった．この傾向は窃盗を除き，組織の倫理環境

の影響を統制したうえでも同じであった．増分妥当性分析で窃盗のみが予測できなかった背

景として，多くの統制および予測変数を統計モデルに投入したことも考えられるが，窃盗は

その行為自体目撃が難しく，説明できる偏差が少なかったという理由が考えられる．次に，

法令や業界共通の倫理指針を反映する社会の原理風土が強いほど，職場の暴力，および顧客

に対する倫理逸脱行為が少ない傾向があった．しかしこの次元の原理風土は窃盗との有意な

相関が認められず，また統制変数の効果を統制した場合には，窃盗のみならず，職場の暴力

と顧客に対する倫理逸脱行為に対する効果も有意ではなくなった．これらの結果は，倫理逸

脱行為を予測するうえで組織の原理風土は重要だが，社会の原理風土はあまり重要ではない

ということを示唆している．別の解釈としては，組織が制定した倫理規定と，法令や業界共

通の指針は重複しており，分析上，多重共線性の影響から両変数は有意で独立した予測変数

として抽出されなかったということが考えられる．しかし，探索的および確認的因子分析は

これら 2つの変数が異なる概念を測定していることを示しており，両者の相関は .48と多重

共線性を懸念するほど高くなく（Pedhazur, 1997），また VIFや Toleranceといった共線性の

推測値も問題がなかったことから，変数の重複が原因とする根拠は乏しい．勿論，従業員に

よる窃盗，暴力，および顧客に対する倫理逸脱行為は頻繁に起きない問題であるため，説明

出来る分散がそもそも少なく，また増分妥当性分析は検出力が低下する分析であったこと

も，社会の原理風土に関する仮説が支持されない結果につながったという可能性も十分考え

られる．したがって，この次元の原理風土と，倫理逸脱行為の関連性については今後の研究

での再検討が求められる．
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　最後に，従業員が互いの福利を尊重する個人と組織の善行風土が強いほど，対人逸脱行為

や職場の暴力が起こる頻度が少なかった．またこの傾向は，倫理制度など，組織の倫理環境

による影響を統制したうえでも同じであった．一方，地域社会の人々の福利を守り，また事

業活動をとおした社会貢献を重視する社会の善行風土が強いほど，顧客に対する倫理逸脱行

為は少ない傾向があった．これら善行風土に関する分析結果は仮説のとおりであり，また論

理的にも妥当な結果と言える．しかしより興味深いのは，善行風土がその他ほとんどの倫理

逸脱行為と有意で負の関連性が認められたことである．例えば妥当性係数でみた場合，個人

と組織の善行風土と社会の善行風土は，どちらも職務逃避行動，贈収賄，窃盗，および顧客

に対する倫理逸脱行為と負の関連性があり，さらにその関連性は本来これらの行為を抑制す

る組織の原理風土と同等かそれ以上に強かった（表 3参照）．増分妥当性分析においても，

個人と組織の善行風土は，組織の原理風土よりも，職務逃避行動，窃盗，対人逸脱行為，お

よび職場の暴力を予測するうえでより強力な要因であった．これらの結果を言い換えれば，

倫理逸脱行為を抑制するうえで従業員の倫理遵守認識も重要だが，従業員同士が友好関係を

高め，また組織への帰属意識を高めることによって互いの福利を尊重できる倫理風土を形成

することも大切だということである．

8．総合的な考察

　本研究の目的は，組織の倫理風土を測定する尺度を開発し，その妥当性と信頼性を検討す

ることであった．第三章では，同尺度が想定どおり 8つの理論上異なる倫理風土次元を，大

きな重複負荷なく測定することを示した．この結果は心理測定学上好ましいだけではなく，

既存の倫理風土尺度（ECQ; Victor & Cullen, 1988）が抱える問題を改善する可能性を示し

ている．具体的に，ECQの項目は開発意図と異なる倫理風土に対して強い負荷があったり

（e. g., Fritzsche, 2000; Victor & Cullen, 1988），複数の因子にまたがって負荷が認められること

が多い（Simha & Cullen, 2012）．その結果，先行研究においては倫理風土の次元を異なる項

目で算出することとなり，調査結果間の比較を不可能にしたり，倫理風土と組織・個人変数

の関連性の解釈を困難にしてきた．一方，尺度項目と理論的な概念の整合性により優れた新

倫理風土尺度は，倫理風土の測定に統一性をもたらしこれらの問題を改善することが期待さ

れる．さらに増分妥当分析の結果，組織の倫理綱領や規定，倫理教育研修の頻度といった倫

理環境要因の影響を統計的に統制したうえでも，本研究で開発した倫理風土尺度は従業員の

倫理逸脱行為を有意に予測することが出来ていた．

8.1　実用的価値

　倫理風土尺度の実用的な価値として，第一に倫理逸脱行為の状況を把握，またはそのリス

クを予見できる可能性が挙げられる．具体的に，第四章の分析結果にもとづけば，個人およ

び組織の利益風土が強いほど，従業員による窃盗や顧客に対する倫理逸脱行為といった長期
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的には組織の利益を貶める逸脱行為が起きやすい．一方，原理風土および善行風土が強いほ

ど，従業員による倫理逸脱行為が起きるリスクは少ない傾向がある．したがって，組織に

とって望ましいのは，個人および組織の利益風土が蔓延することを抑えつつ，原理風土と善

行風土を高めることである．勿論，組織の倫理風土を測定し，検討する場合に個別の倫理風

土次元のみに焦点を当てるのではなく，総合的に評価する視点が必要である．例えば，組織

の経済的利益を優先する組織の利益風土は，営利団体である民間企業にとってはむしろ醸成

されることが望ましい規範認識であり，またそれを求めるのは当然の権利であるとも言え

る．しかし，この次元の利益風土が，従業員の倫理逸脱行為を抑制すると考えられる原理風

土や善行風土と比較して極端に高いのは，いわゆる業績至上主義が蔓延している状況を示唆

しており，従業員による倫理逸脱行為が起こるリスクは高くなると考えられる．またこれと

同様に，倫理規定や法令を順守する規範認識を反映する原理風土を高めることは，従業員の

規定・法令違反を管理するうえで極めて重要である．しかし，法令や倫理規定の順守のみが

組織の焦点となれば，“倫理規定さえ守ってさえいれば倫理的である ”という好ましくない

規範認識を醸成しかねない．心理学者はこの様な状況を “倫理の死角 ”と呼ぶが，それは人

間が一つの目標を強く意識すると倫理判断の視野が狭くなり，他の側面での倫理をおろそか

にしやすいという状態をさす（ベイザーマン &テンブランセル，2013），本調査において，

原理風土は確かに多くの倫理逸脱行為と負の関連性があったが，従業員の福利や地域社会へ

の貢献を重視する善行風土も，倫理逸脱行為との間に同等かそれ以上の負の関連性があっ

た．つまり，法令や組織規程に含まれない倫理意識も，従業員の倫理行動を高めるうえでは

軽視できない可能性がある．

　また倫理風土尺度は，組織内で倫理逸脱行為が起こるリスクを検討する指標としてだけで

はなく，組織の倫理推進状況を検討するうえでも有用性に富むと考える．例えば，従業員の

倫理遵守を推進するための倫理制度を設置し，定期的な倫理教育を実施していても，組織の

原理風土が低いのであれば，組織が望むような倫理意識が従業員たちの間で浸透していない

ことが考えられる．また組織の利益風土が他の倫理風土次元と比較して高い場合は，本研究

の結果が示すように，窃盗，職場の暴力，顧客への倫理逸脱行為といった従業員による倫理

に反する行為のリスクが高いことが考えられる．

　倫理風土尺度を使用するにあたっての留意点として，正直な回答を促すためには匿名性を

保守するための設置，例えば独立した外部の研究者にデータ収集を委託するなどの工夫が求

められる．倫理風土尺度を研究目的に使用する場合には，多様な倫理風土次元をとらえるた

めに幅広い産業分野の被験者数を対象に，かつ項目数あたりの被験者数が 10名（N＞ 370）

を上回るよう注意することが重要だと考える．この条件が守られない場合は，因子の構造が

不安定になり，分析結果の解釈が困難になる可能性がある．もちろん，業界共通の倫理指針

をそのまま組織の倫理規定に取り組むなど，倫理風土次元が重複するような状況が論理的に

説明できる場合には，複数の倫理次元を共通の因子として扱うことは妥当であると考える．
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8.2　本調査の問題と限界

　最後に本調査の問題と限界について述べたい．第一に，倫理逸脱行為の測定は，客観的指

標ではなく（企業の人事レコードなど），従業員たちの目撃報告にもとづいている．回答者

たちの目撃報告は，記憶違いや忘却，あるいは匿名性への不安から正確ではない可能性が否

定できない．しかし組織心理学の先行研究によると，労働者は匿名性が守られる場合，社会

的に望ましくない組織内の問題であっても正直に回答をする傾向がある（Berry, Carpenter, & 

Barratt, 2012）．このため本調査では，回答者の匿名性を厳守するため 2重盲検法を行い，そ

れを全ての回答者に対してコンセントフォームをとおして事前に伝えた．また記憶によるバ

イアスを防ぐために，倫理逸脱行為の目撃報告を過去 1年間に限定した．さらに倫理逸脱行

為とは，労働者が組織に把握されないように行うものであるからこそ，人事部の記録などの

指標は過少報告となり，むしろ自己報告や観察報告の方が正確であるとする組織心理学およ

び経営学研究者も多い（Spector, Bauer & Fox, 2010; Berry, Carpenter, & Barratt, 2012）．した

がって本調査の結果が目撃報告に基づいているという事だけで否定することは適切ではな

い．第二に，組織風土は 1）認知スキーマと 2）共有認識という 2つの主流な定義がある．

前者は，組織風土を “組織での諸経験をとおして成員が構築する，組織環境についての認知

スキーマ ”（Anderson & West, 1998; Kopelman, Brief, & Guzzo, 1990）と定義づけている．つ

まり，この定義はおもに組織環境との相互作用をとおして従業員が構築する “個人 ” の組織

環境認識に着目する．一方，共有認識アプローチに基づけば，倫理風土は “組織内でおきる

出来事の意味合い，規則，慣習，手続き，および行動に伴って生じる結果への期待（例 : 承

認，報酬，懲罰）について，従業員の間で共有される認識 ”（Ehrhart, Schneider, & Macey, 

2014; Schneider & Reichers, 1983）と定義づけされる．つまり後者は文字どおり個人ではなく

“集団 ” レベルでの組織環境に関する認識が焦点となる．この様な操作的定義の違いは，多

くの場合研究者に分析上の選択を迫ることになる．認知スキーマアプローチに基づけば個人

レベルの風土認識と，個人レベルの変数との関連性を探る研究となり，共有認識アプローチ

に基づけば組織毎に算出された風土認識の平均と，組織レベルの変数（場合によっては個人

レベルも含む変数）との研究を探る研究となる．しかしこれら 2つの定義は，組織風土を組

織環境に関する従業員の認識であり，また客観的な組織環境と従業員の行動をつなぐ中間変

数として捉えている点では共通していると言える（Anderson & West, 1998）．さらに，認知

スキーマアプローチの研究者は，個人レベルの風土認識を組織ごとに平均し，個人及び組織

レベルの変数との関連性を探る研究手法を否定するのではなく，むしろ推奨している．した

がって両者は相互排除的な定義ではない．本調査においては，倫理風土を認知スキーマとし

て測定したため，厳密には組織間の分析とはいえないが，今後の研究課題として，ECQを

用いた組織レベルの調査研究を行い，倫理風土の組織平均でみても，本調査と同様な倫理風

土と倫理逸脱行為の関連性があるかを検討することは有意義であると考える．
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Appendix

教示：あなたの会社の一般的な傾向についてお伺いします． 「会社はこうあるべき」という

理想的な基準ではなく， 「うちの会社の現状」というあなた自身の認識に基づきそれぞれの

項目が該当する程度を教えてください （評価段階 : 1 ＝ まったく違う～6 ＝ まったく当たっ

ている）．

私の会社では・・・

個人の利益

1． 従業員は，たいてい自分のことばかり考えている

2． 個人の道徳観や倫理観が立ち入る余地はない

3． 成功（例 : 昇進，業績・報酬アップ）するのは，他の従業員のことを気にかけない

保身に徹する人だ

4． 従業員は自分の業績をあげるのに忙しく，細かい倫理や道徳的配慮をしている時間

などない

5． 倫理的におかしいと思う行為があっても，自分に不利益が及ばなければ他の従業員

は問題に介入しない，あるいは関わらない

組織の利益

1． 倫理上どうなのかと感じることでも，上司や同僚がやっていればそれが正しいと判

断される

2． 倫理や道徳をいちいち守っていると，会社の利益にならないという認識が社内には

ある

3． 会社の利益につながるなら，倫理，あるいは道徳的でないことでも多少は目をつぶっ

てもらえる

4. 多少の製品・サービスの品質の誇張は，結果的に会社の利益になるのなら許される

社会の利益

1． 何をするにも最も効率の良い方法が，私の会社では常に正しい方法である

2． 問題への効率的な解決が，会社から常に求められる

3． 従業員は社会全体の資源（例：人材，知識，技術など）を増大させることが会社の

存在意義であると考えている

4． 従業員は，事業活動を通して日本の産業や経済活動を効率的にすることが，何より

も重要だと認識している
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個人と組織の善行

1． 何が他人にとって最善かということが，常に重たる関心ごとである

2． 会社の仲間内で，互いの恩義にこたえるためなら，自分の力が及ぶ限り何でもする

のが当たり前だ

3． 最も重要だと思われていることは，会社全体のすべての人々の幸せである

4． 各人は，従業員全員にとって一般的に何が最良かということを気にかけている

5． 最も重要だと思われているのは，各人がお互い思いやりをもった行動をとることだ

6． 従業員全員の幸福感が，何にもまして重要視されている

社会の善行

1． 従業員は，常に社会全体の幸福 （例 : 生活の質，健康，環境保全，教育，治安，文化）

を増大させることに強い関心をもっている

2． 従業員は，会社の活動がおよぼす社会的影響についてとても敏感である

3． 商品・サービスの品質は，法令や業界の基準よりもさらに厳しく，徹底して管理す

ることが求められている

4． 人々の生活に幸せや満足感をもたらすことが，この会社の事業活動の大きな目的だ

という共通認識がある

5． いかに利益を社会に還元できるかという，社会貢献の意識がとても重視されている

個人の原理

1． 最も重要と思われていることは，各人の善悪の感覚である

2． 従業員は，自分自身の個人的な倫理観に従って行動する

3． 対人マナーなど社内の風紀に最も影響力があるのは，上司の模範行動や 会社の行動

規定ではなく，従業員それぞれの道徳観である

4． 商品やサービスに問題が生じた場合，どう対処するかは従業員の個人的な倫理観念

に任される

組織の原理

1． あらゆる人が会社の規則や手続きに忠実であることが期待されている

2． 成功している人々は，会社の方針に厳格に従っている

3． 会社の規則に従うことが，利益の追求より優先される

4． 倫理綱領や行動規範に違反すれば，自分の上司や部下でも，懲罰から守ってあげる

ことは不可能だ
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社会の原理

1． 法律や職業上の倫理規定が主として考慮されている

2． 従業員は，厳格に法律あるいは職業上の規範に従うことを期待されている

3． 従業員は，他の従業員や上司の気分を害してでも，法律あるいは職業上の規則に従っ

て行動する

4． 顧客に対してどのような行為が，法令に違反するのかを従業員はよく知っている

5． 従業員は，自分の業務に関して，どのような行為をすれば法令に触れるのかよく知っ

ている


